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生活習慣は加齢及び抑制性から論理能力に与える影響度を
調整するのか？

Do life styles modulate aging and inhibition controls’ effects �
on syllogistic reasoning ability?
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Kunitake SUZUKI

要旨：本研究は加齢による論理能力の減少が生活習慣によって変動するのかどうか、ま
た行動抑制や年収、社会的関係と論理能力との関連性が生活習慣によって変化するの
かどうかを検討した。本研究では、越谷で実施された調査（鈴木 et al， 2012， 2013）の
データを利用した。論理能力には年齢、行動抑制、年収などが影響を与えていることが
明らかとなった。年齢、行動抑制、年収が論理能力に与える影響が生活能力の程度に
よって調整されるかどうかを、生活能力とその他の変数との交互作用を検討した。年齢
に伴う認知能力の減少は生活習慣がより改善すると強まることが明らかとなった。分析
手法の改善やバイアスに関しての議論を行った。

キ�ーワード：加齢，行動抑制，論理能力，生活習慣，越谷　

序　論

　近年、日本では急速な高齢者の比率の増大による人口動態の変化に社会保障制度や医療制度の
対応の遅れが目立ち、それらの制度の見直しが求められている（国立社会保障・人口問題研究
所，2015；小黒，2006）。また高齢者でよく観察される認知症は加齢にともなう認知機能の低下
によるものであり、認知症への対応が探られている（大沢， 前島， 種村， 関口， & 板倉， 2006；
杉原， 藤波， & 亮三， 2010）。加齢に伴う認知機能と関連する要因としては、身体活動（尹 et 
al.，2010；山田，村田，太田 尾，& 村田，2008）や料理行動（山下，川島，三原，藤阪，& 高倉， 
2007）、前頭葉機能を反映する抑制機能（尚 . 内山， 郭， 亀山， & 福本， 2002）、音読やコミュニ
ケーション（吉田，土田，& 大川，2004）及び家族や社会的関係（Kawachi & Berkman， 2001）
などの様々な要因が挙げられる。
　身体活動による加齢に伴う認知機能の低下の予防は、介入可能性が他の要因と比べて比較的
実施しやすいために多くの研究が行われている。例えば、青年期の有酸素運動によるトレーニ
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ングの研究結果（Åberg et al.， 2009）からは高い負荷を与える身体活動の介入が、握力や歩行
速度が加齢に伴う認知機能の低下を抑えることを報告している研究（Alfaro-Acha et al.，2006；
Auyeung et al.，2008；Ogata，Kato，Honda，& Hayakawa，2014）からは筋力トレーニング
や歩行の指導などの介入の有効性が予測される。実際に幾つかの先行研究では、身体活動による
認知機能の低減の減少もしくは改善（寺谷 & 青木，2008）や運動の習慣に基づく持続的な身体
活動の認知機能低減の予防（村田 et al.，2010）などが報告されており、身体活動による認知機
能への影響に関して、その有用性が大きく期待されている。
　しかしながら、身体活動の実施には選好が存在する。いわゆる運動嫌いの人たちの存在である

（奥野 et al.，2004）。青年期や中年期において身体活動の習慣が形成されていない場合には、例
え有効性が高いと考えられる介入であっても、その介入の持続性が危ういと予想される。した
がって、持続可能性を高める方法を考えることは重要であると考えられる。高齢者が行うテレビ
ゲームやエクササイズによる認知機能の低下の予防への効果（Nouchi et al.，2012）が近年注目
されているのは、娯楽的要素が持続可能性を高めているためと考えられる。その一方で、娯楽性
は飽きが来るのも事実であり、常に内容を更新する必要性もあり、その維持にコストがかかるの
も否めないであろう。娯楽性も重要であるが、加齢に伴う認知機能の低下を低減するための要因
を持続的に行えるためには、遂行が簡易であることや必要性が高いものも重要であると考えられ
る。本研究では、遂行が容易であり必要性が高いものとして、生活習慣の改善に着目する。生活
習慣の改善により身体機能の維持（島田，内山，& 加倉井，2002）が多数報告されている。身
体機能は身体活動の維持にもつながるため、身体機能と認知機能との関連性を考慮に入れると、
生活習慣への介入も加齢による認知機能の低減を減衰する効果が期待できるのではないかと予測
される。したがって、本研究では生活習慣が加齢による認知機能の減衰を、また他の要因から認
知機能への影響を変化させることを検討する。
　本研究では高齢者の認知機能を取り扱うために、認知機能の要素の一つである論理能力に着目
した。論理機能は知能と強い関連性があることが報告されており、加齢による減衰も報告されて
いる（Shikishima et al.，2011）。また論理能力は質問紙で測定可能な標準化されたテストが存在
しており（Shikishima et al.，2011）、研究協力者の負担も少ないことから採用された。さらに、
前頭葉機能に関連する行動抑制に関する調査項目（山形，高橋，繁桝，大野，& 木島，2005）、
年収、性別、宗教的な活動の有無なども質問紙調査によって測定し、これらの要因が論理能力に
影響を及ぼすのか、またその影響が生活習慣によって変化するのかどうかを検討した。

方　法

協力者
　越谷市在住の 522 人（男性 222 人、女性 291 人、未回答 9 人）から回答を得た（リクルート
方法の詳細は鈴木 et al. （2013：2012）に記載されている）。協力者の年齢は 20 歳代が 17 人、30
歳代が 68 人、40 歳代が 59 人、50 歳代が 79 人、60 歳代が 161 人、70 歳代が 120 人、80 歳以上
が 9 人、未回答が 9 人であった。平均年齢は 57.85 歳、標準偏差は 14.26 歳であった。

手続き及び質問項目
　文教大学生活科学研究所の共同研究プロジェクトとして越谷市の生活習慣に関する調査を行っ
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た（鈴木 et al.， 2012；2013）。その際に使用された項目のうち、本研究に関する項目を分析に使
用した。
プロフィール　協力者の性別、年齢、世帯年収、同居している人数及び宗教的活動の有無を回答

させた。性別の回答を得るために男性もしくは女性の選択肢を一つだけ選択させた。年齢に関
しては数値を記入させた。年収に関しては 11 の選択肢を用意し、一つだけ選択させた。具体
的には、100 万円未満、100 万円～ 799 万円の間は 100 万円ごと、800 ～ 999 万円、1000 万円代、
2000 万円以上の選択肢であった。同居している人数は本人を含めて何名で生活しているかを
求めた。宗教活動の有無は、回答者の自宅に神棚や仏壇を祀っているかどうかを尋ねることで
測定した。

論理能力　論理能力を測定する BAROCO（Shikishima et al.，2011）を用いた。一つの問題には
一つの命題と 4 つの選択肢が存在する。協力者は命題から導き出される結論を 4 つの選択肢か
ら一つ選択させられた。5 つの質問から構成されるテストであった。論理能力得点は正確な結
論を選択した数とした（範囲は 0 から 5）。一問も選択しなかった協力者の論理能力得点は欠
損値として取り扱った。

行動抑制の制御　行動抑制の制御を測定するために、成人版エフォートフル・コントロール
（山形 et al.，2005）の行動抑制の制御因子に関わる 11 項目から 7 項目を使用した。項目の選
択の際には先行研究で報告された因子負荷量をもとに選択した。4 件法（１があてはまらない
～４があてはまる）を用いて各項目に回答させた。数値が大きいほど行動抑制の制御が大きく
なるように、それぞれの項目の反応を１～４に割り当てた。行動抑制の制御得点は 7 項目の変
換された合計値とした。未回答が 3 項目以上の協力者のデータは欠損地として取り扱った（範
囲は 4 から 28）。

生活習慣　生活習慣は矢野 & 柳井（2008）から 6 項目を使用した。睡眠のリズム、食事の時間、
運動に関する項目がそれぞれ２項目存在した。全ての項目に対して、2 件法の選択肢（ハイ、
イイエ）の中から選択させた。通常の項目に対してハイを選択した項目と逆転項目はイイエと
選択した項目数を生活習慣得点として使用した（範囲は 0 から 6）。

データ解析
　論理能力得点が他の変数からの影響をどの程度うけるのかを検討するために、重回帰分析を実
施した。また、生活習慣が論理能力とその他の変数との関連性を変化させるかどうかを検討する
ために、交互作用を重回帰分析で取り扱った。交互作用の変数を作成するために、重回帰分析で
用いられる全ての独立変数の平均値をゼロになるように変換した。その平均値がゼロに変換され
た変数及び変換された生活習慣得点との積を算出し、交互作用の変数として取り扱った。

結　果

記述統計
　世帯年収 100 万円未満は 11 人、100 万円台が 25 人、200 万円台が 60 人、300 万円台が 75 人、
400 万円台が 52 人、500 万円台が 45 人、600 万円台が 50 人、700 万円台が 45 人、800 万～ 999
円が 63 人、1000 万～ 1999 万円が 69 名、2000 万円以上が 5 名であった（未回答 22 人）。同居人
数は平均 3.12 人（SD = 1.36 人）であり、一人で生活しているのは 32 人であり、最大 8 名と同
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居していると人は 2 人存在した。宗教活動の有無に関して、仏壇や神棚が両方もしくはどちらか
一方あると回答した人は 327 人、どちらもない人は 191 人であった（未回答は 4 人）。
　論理能力得点の平均値は 2.58（SD = 1.57、n = 471）であった。平均行動抑制の制御得点は
20.84（SD=3.33、n = 510）、平均生活習慣得点は 4.54（SD = 1.47、n = 504）であった。
　年齢、行動抑制の制御得点、生活習慣得点間の相関係数は、年齢と行動抑制の制御得点は
− .03、年齢と生活習慣得点は .45、行動抑制の制御得点と生活習慣得点は .02 であった。

論理能力に与える影響
　論理能力に性別、年齢、年収、抑制性、家族及び宗教などが影響を与えるかどうかを検討する
ために、従属変数を論理能力得点、そのほかの変数を独立変数とした重回帰分析を実施した。性
別と家族及び宗教に関する変数はダミー変数として取り扱った。性別の変数は男性を 1 とした。
家族は同居人がいない場合には 1、同居人がいる場合には 0 とした。また宗教の有無は神棚や仏
壇を祀っている人は 1 とコーディングした。分析結果を表１に示す。重回帰分析の結果、独立変
数は論理能力得点の分散を説明できることが明らかとなった（n= 447；Adjusted R 2= .16；F（6， 
440） = 16.06， p = 2.2 × 10 − 16）。論理能力得点と統計的に関連性が示されたのは、年齢、年収、
行動抑制の制御得点であった。係数の符号から、年齢が増加すると論理能力得点が減少するのに
対し、年収や行動抑制の制御得点が上昇すると論理能力得点が増加することが明らかとなった。

表１　論理能力得点を従属変数とした重回帰分析における偏回帰係数及び統計量

　係数 標準誤差 ｔ値 p 値
切片 2.14 0.62 3.47 .001
性別（男性） − 0.08 0.14 − 0.54 .588
年齢 − 0.04 0.01 − 6.51 < .001
年収 0.07 0.03 2.63 .009
抑制性 0.10 0.02 4.74 < .001
家族（同居者なし） − 0.10 0.35 − 0.29 .771
宗教（仏壇などの有） 0.09 0.15 0.57 .568

　さらに生活習慣が論理能力得点と年齢、年収及び行動抑制の制御得点などとの関連性を変化さ
せるかどうかを検討するために、生活習慣得点とそのほかの独立変数との交互作用項を投入した重
回帰分析を実施した。重回帰分析の結果を表２に示す。独立変数は論理能力得点を有意に説明で
きることが明らかとなった（n= 438；Adjusted R 2 = .16；F（7， 430） = 13.09， p = 2.6 × 10− 15）。
表 1 で示している結果と同様に年齢、年収及び行動抑制の制御得点は論理能力得点に影響を与え
ていることが示されたが、生活習慣得点は影響を与えていないことが明らかとなった。また交互
作用項を検討すると年齢との交互作用が統計的に有意な傾向が示されたが、他の変数との交互作
用は有意ではなかった。
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表２　交互作用を投入した際の偏回帰係数と統計量

　係数 標準誤差 ｔ値 p 値
切片 2.60 0.08 34.67 < .001
年齢 − 0.03 0.01 − 5.78 < .001
年収 0.07 0.03 2.55 .011
抑制性 0.09 0.02 4.49 < .001
生活習慣 − 0.05 0.05 − 0.89 .376
年齢×生活習慣 − 0.01 0.004 − 1.69 .091
年収×生活習慣 − 0.03 0.02 − 1.63 .104
抑制性×生活習慣 0.01 0.01 0.67 .504

考　察

　本研究では、加齢による認知能力の減少や行動抑制の制御及び社会的要因による認知能力への
影響が生活習慣の程度によって調整されるかどうかを検討した。従属変数を論理能力得点、独立
変数を年齢や年収、抑制得点、家族の有無、宗教活動、性別などとした重回帰分析を実施したと
ころ、年齢、年収、行動抑制の制御得点が論理能力得点に影響を与えていた。さらに生活習慣が
年齢や年収、行動抑制の制御得点から論理能力得点への影響を調整するかどうかを検討するため
に、生活習慣とその他の変数との積の項を独立変数として追加し、重回帰分析を実施した。年齢
による論理能力への影響を生活習慣が調整していることが示された。係数からは生活習慣得点が
1 増加すると、年齢から論理能力得点への影響度を示す偏回帰係数の値が 0.01 減少することが明
らかとなった。すなわち、生活習慣得点が上昇すると年齢と論理能力得点との負の関連性がより
強まることが示されている。
　本研究での仮説は、生活習慣が改善されることによって、加齢に伴う論理能力の減衰を抑える
効果があると予測した。しかし本研究の結果は、生活習慣の程度の良さが加齢に伴う論理能力の
減衰を増加すること示している。この仮説と結果の不一致は、研究協力者のリクルート方法に由
来する可能性が一つ考えられる。本研究では、協力者の自由意志に基づいて、研究協力者は参加
した。研究協力の意思決定が年齢や抑制系、年収、生活習慣などと関連がある場合、本研究の結
果はバイアスが存在すると考えられ、傾向スコアなどの補正をする必要がある（伊藤，大渕，& 
辻，2011）。例えば、年齢と生活習慣得点との中程度の相関（r = .45）から、生活習慣を積極的
に改善している高齢者は、そうでない高齢者と比較して、研究により協力していることが予測さ
れる。そのため非常に高齢であっても、生活に規律があるため調査に参加することができるが、
認知能力は低い可能性がある。または、高齢者になるにつれて生活習慣を整えることで、認知機
能の衰えを意識的、無意識的に制御しようと試みている可能性も考えられる。他方、高齢者で生
活習慣得点が低いにもかかわらず研究に協力している協力者は、もともと身体や認知能力が健康
である可能性が考えられる。今後は協力者のマッチングを考慮したデータ収集や分析が必要と考
えられる。
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